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第１章 概 説 

第１節 権限及び組織 

 

１ 権限 

労働委員会の権限は、労働組合法（以下「労組法」という。）、労働関係調整法（以下

「労調法」という。）、地方公営企業等の労働関係に関する法律（以下「地公労法」とい

う。）及び個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（以下「個別紛争法」という。）

に規定されているが、その主なものは次のとおりである。 

 

（１）労働組合の資格審査を行うこと（労組法第５条、第１１条）。 

（２）不当労働行為の審査を行うこと（労組法第７条、第２７条、地公労法第４条）。  

（３）労働協約の地域的拡張適用の決議を行うこと（労組法第１８条）。 

（４）事務を行うために必要があると認めたときに、出頭、報告の提出、帳簿書類の提出 

  を求め、又は事業場への臨検、検査を行うこと（労組法第２２条）。 

（５）争議行為発生届を受理すること（労調法第９条）。 

（６）労働争議のあっせん、調停及び仲裁を行うこと（労調法第１０条ないし第３５条、

  地公労法第１４条、第１５条）。 

（７）公益事業における争議行為予告通知を受理すること（労調法第３７条）。 

（８）労調法第３７条違反の審査及び処罰請求を行うこと（労調法第４２条、同法施行令 

  第１１条）。 

（９）地方公営企業等の労働組合について、使用者の利益代表者の範囲を認定し、告示す 

  ること（地公労法第５条第２項）。 

（10）地方公営企業等が職を新設、変更又は廃止した通知を受理すること（地公労法第５ 

  条第３項）。  

（11）個別的労使紛争のあっせんを行うこと（個別紛争法第２０条、県実施要綱、地方自

  治法第１８０条の２、知事の権限に属する事務の一部を埼玉県労働委員会に委任する

  規則）。 

 

２ 組織 

労働委員会は、労組法、労調法、地公労法が掲げる目的を達成するため、労組法第１９

条及び同法施行令第１６条の規定により各都道府県に置かれ、地方自治法第１８０条の５
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の規定による合議制の執行機関（行政委員会）である。 

また、本県では地方自治法第１８０条の２の規定に基づく知事の委任を受けて、個別的

労使紛争のあっせんを行っている。 

その構成は、使用者を代表する者（使用者委員）、労働者を代表する者（労働者委員）

及び公益を代表する者（公益委員）をもって組織され、会長は委員の選挙によって公益委

員の中から選ばれる。委員の任期は２年であり再任は妨げられないこととなっている。 

また、労調法第１０条により労働争議の解決に当たらせるため、労働委員会が学識経験

者の中からあっせん員候補者を委嘱している。 

労働委員会には、労組法第１９条の１２第６項の規定において準用する第１９条の１１

第１項の規定により事務を整理するため事務局が設けられている。 

事務局の組織は、労組法施行令第２５条の規定により、会長の同意を得て、都道府県知

事が定めることとされており、また、職員については、労組法第１９条の１１第１項、同

法第１９条の１２第６項及び同法施行令第２５条の規定により、会長の同意を得て、知事

が都道府県の職員を事務局長に充てるほか、県の職員のうちから、必要な職員を配置する

こととなっている。 

 

（１）委員 

   当委員会は、使用者委員、労働者委員、公益委員のそれぞれ５名、計１５名の委員

により構成されているが、使用者委員は、使用者団体の推薦に基づいて、労働者委員

は労働組合の推薦に基づいて、また、公益委員は使用者委員及び労働者委員の同意を

得て、それぞれ知事によって任命されている。令和２年は、第４８期委員（平成３１

年４月２４日任命）によって運営された（第１表参照）。 

 

（２）あっせん員候補者 

   当委員会において、あっせんを必要とする具体的労働争議が発生したときに対応す

  るため、あらかじめ学識経験者の中からあっせん員候補者を委嘱している。委嘱、解

  任は総会の審議により決定している。なお、あっせん員候補者の範囲について、総会

  の承認を受け委嘱することとしている（第２表参照）。 
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（３）個別的労使紛争あっせん員候補者 

   当委員会において、個別的労使紛争のあっせんを必要とする紛争が発生したときに

  対応するため、総会で決定した者及び学識経験者の中からあっせん員候補者を委嘱し

  ている。委嘱、解任は総会の審議により決定している（第３表参照）。 

 

（４）事務局 

   当委員会の事務局の組織、分掌事務は、埼玉県労働委員会事務局の組織等に関する

  規則（昭和５４年埼玉県規則第２２号）により内部組織、所掌事務及び職制に関して

  必要な事項が定められている。 

   なお、組織は、平成１８年度に調整課及び審査課の２課体制から審査調整課の１課

  体制となり、事務局長のほか１２名の職員が配置されている。 
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第１表  委 員 名 簿 

 

 
第４８期委員（任期：平成31年（令和元年）4月24日～令和3年4月23日）  

区 

分 
氏  名 現  職  等 在職期 備  考 

 

 

公 

 

益 

 

委 

 

員 

今井 眞弓 弁護士 47～ 会長 

青木 孝明 弁護士 48～ 会長代理 

清水 邦夫 元埼玉県危機管理防災部長 47～  

甲原 裕子 弁護士 48～  

向田 正巳 駒澤大学法学部准教授 48～  

 

労 

 

働 

 

者 

 

委 

 

員 

持田 明彦 自治労埼玉県本部中央執行委員長 47～  

近藤  嘉 日本労働組合総連合会埼玉県連合会会長 47～  

畔上 勝彦 自治労連埼玉県本部中央執行委員長 48～  

谷内  聡 ＪＡＭ北関東執行委員長 48～  

大谷 誠一 埼玉県電力関連産業労働組合総連合会長 48～  

使 

 

用 

 

者 

 

委 

 

員 

平石 正治 有限会社乾特殊鋳造所代表取締役 47～  

廣澤 健一 
一般社団法人埼玉県経営者協会常務理事・ 

事務局長 
47～  

芦葉 武尊 株式会社芦葉建設代表取締役 47～  

木村 謙一 むさし証券株式会社会長 48～  

中村 元信 日東商事株式会社取締役社長 48～  

 ※ 現職等は第４８期委員任命時のもの。 
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第２表  あっせん員候補者名簿 

 

令和２年度におけるあっせん員候補者                        
 

氏  名 経 歴 等 備  考 

今井 眞弓 
埼玉県労働委員会委員 

弁護士 
平成29年度から 

清水 邦夫 
埼玉県労働委員会委員 

元埼玉県危機管理防災部長 
平成29年度から 

青木 孝明 
埼玉県労働委員会委員 

弁護士 
令和元年度から 

甲原 裕子 
埼玉県労働委員会委員 

弁護士 
令和元年度から 

向田 正巳 
埼玉県労働委員会委員 

駒澤大学法学部准教授 
令和元年度から 

持田 明彦 
埼玉県労働委員会委員 

自治労埼玉県本部特別中央執行委員 
平成29年度から 

近藤  嘉 
埼玉県労働委員会委員 

日本労働組合総連合会埼玉県連合会会長 
平成29年度から 

畔上 勝彦 
埼玉県労働委員会委員 

自治労連埼玉県本部中央執行委員長 
令和元年度から 

谷内  聡 
埼玉県労働委員会委員 

ＪＡＭ北関東執行委員長・ＪＡＭ埼玉会長 
令和元年度から 

大谷 誠一 
埼玉県労働委員会委員 

日本労働組合総連合会埼玉県連合会副事務局長 
令和元年度から 

平石 正治 
埼玉県労働委員会委員 

有限会社乾特殊鋳造所代表取締役 
平成29年度から 

廣澤 健一 

埼玉県労働委員会委員 

一般社団法人埼玉県経営者協会業務執行 

理事・専務理事・事務局長 

平成29年度から 

芦葉 武尊 
埼玉県労働委員会委員 

株式会社芦葉建設代表取締役 
平成29年度から 

木村 謙一 
埼玉県労働委員会委員 

株式会社高麗川カントリー倶楽部取締役社長 
令和元年度から 

中村 元信 
埼玉県労働委員会委員 

日東商事株式会社取締役社長 
令和元年度から 

奥山  秀 埼玉県労働委員会事務局長 令和元年度から 
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氏  名 経 歴 等 備  考 

吉田 雄一 
埼玉県労働委員会事務局副事務局長兼 

審査調整課長 
平成30年度から 

武澤 真紀 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主幹 令和2年度から 

野口  尚 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主幹 平成30年度から 

増井 望未 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 令和元年度から 

萩原 美季 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 令和2年度から 

土屋 千鶴子 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 令和2年度から 

河上 雄一 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 令和2年度から 

  ※ 経歴等は令和２年度あっせん員候補者委嘱時のもの。 
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令和元年度におけるあっせん員候補者 

（令和２年度に引き続く候補者は除く）  

氏  名 経 歴 等 備  考 

安永 陽子 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主幹 平成29年度から 

奥野はるか 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 平成29年度から 

古庄 桃子 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 平成29年度から 

宮地 博昭 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 平成29年度から 

  ※ 経歴等は令和元年度あっせん員候補者委嘱時のもの。 
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第３表  個別的労使紛争あっせん員候補者名簿 

 

令和２年度における個別的労使紛争あっせん員候補者                
 

氏  名 経 歴 等 備  考 

今井 眞弓 
埼玉県労働委員会委員 

弁護士 
平成29年度から 

清水 邦夫 
埼玉県労働委員会委員 

元埼玉県危機管理防災部長 
平成29年度から 

青木 孝明 
埼玉県労働委員会委員 

弁護士 
令和元年度から 

甲原 裕子 
埼玉県労働委員会委員 

弁護士 
令和元年度から 

向田 正巳 
埼玉県労働委員会委員 

駒澤大学法学部准教授 
令和元年度から 

持田 明彦 
埼玉県労働委員会委員 

自治労埼玉県本部特別中央執行委員 
平成29年度から 

近藤  嘉 
埼玉県労働委員会委員 

日本労働組合総連合会埼玉県連合会会長 
平成29年度から 

畔上 勝彦 
埼玉県労働委員会委員 

自治労連埼玉県本部中央執行委員長 
令和元年度から 

谷内  聡 
埼玉県労働委員会委員 

ＪＡＭ北関東執行委員長・ＪＡＭ埼玉会長 
令和元年度から 

大谷 誠一 
埼玉県労働委員会委員 

日本労働組合総連合会埼玉県連合会副事務局長 
令和元年度から 

平石 正治 
埼玉県労働委員会委員 

有限会社乾特殊鋳造所代表取締役 
平成29年度から 

廣澤 健一 

埼玉県労働委員会委員 

一般社団法人埼玉県経営者協会業務執行 

理事・専務理事・事務局長 

平成29年度から 

芦葉 武尊 
埼玉県労働委員会委員 

株式会社芦葉建設代表取締役 
平成29年度から 

木村 謙一 
埼玉県労働委員会委員 

株式会社高麗川カントリー倶楽部取締役社長 
令和元年度から 

中村 元信 
埼玉県労働委員会委員 

日東商事株式会社取締役社長 
令和元年度から 
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氏  名 経 歴 等 備  考 

村田 俊彦 元埼玉県下水道公社理事長 平成29年度から 

小室 隆行 
元日本郵政グループ労働組合関東地方本部

執行委員長 
令和元年度から 

矢作 陽司 
元株式会社ボッシュビジネスサービス 

ジャパン社長 
平成28年度から 

奥山  秀 埼玉県労働委員会事務局長 令和元年度から 

吉田 雄一 
埼玉県労働委員会事務局副事務局長兼 

審査調整課長 
平成30年度から 

武澤 真紀 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主幹 令和2年度から 

野口  尚 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主幹 平成30年度から 

増井 望未 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 令和元年度から 

萩原 美季 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 令和2年度から 

土屋 千鶴子 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 令和2年度から 

河上 雄一 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 令和2年度から 

  ※ 経歴等は令和２年度個別あっせん員候補者委嘱時のもの。 
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令和元年度における個別的労使紛争あっせん員候補者 
 

（令和２年度に引き続く候補者は除く）  
 

氏  名 経 歴 等 備  考 

安永 陽子 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主幹 平成29年度から 

奥野はるか 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 平成29年度から 

古庄 桃子 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 平成29年度から 

宮地 博昭 埼玉県労働委員会事務局審査調整課主査 平成29年度から 

  ※ 経歴等は令和元年度個別あっせん員候補者委嘱時のもの。 
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第２節 労働委員会の運営 

 

 労働委員会の運営は、労組法、労調法、地公労法、個別紛争法及び労働委員会規則(以下

「労委規則」という。)の定めるところにより行われており、その概要は次のとおりである。 

 

１ 労働委員会の会務 

  労働委員会の会務は、会長が総理する。会長がその職務を行うことができないときは、 

 会長代理がその職務を代行する（労組法第１９条の９第４項、  第１９条の１２第６項）。 

 

２ 労働委員会の会議   

    労働委員会の会議は、総会、公益委員会議、その他の会議に分かれており、総会は会 

 長が招集し、委員が全員で行う会議である（労組法第２１条）。また、その付議事項や 

 議事進行等については労委規則に定められている。 

  公益委員会議は、労組法第２４条又は地公労法第１６条の２の規定により公益委員の 

 みで行われており、会長が招集して行う。その付議事項等についても労委規則に定めら 

 れている。 

  その他の会議としては、必要に応じて行われる調停委員会の会議、仲裁委員会の会議 

 及び小委員会の会議があり、委員長が必要に応じて招集することとなっている（労委規 

 則第３条、第１１条）。 

 

３ 労働組合の資格審査 

   労働組合の資格審査は、会長が指揮して行う。ただし、会長は、公益委員会議による 

 審査に代えて、公益委員の中から１名又は数名の委員を選んで審査を担当させることが 

 できるものとされており（労委規則第２３条）、当労委では、通常１名の公益委員が担 

 当している。 

 

４ 不当労働行為の審査 

    不当労働行為の審査等（調査、審問、和解）は、会長が指揮して行う。ただし、会長 

 は、公益委員全員の審査に代えて、公益委員の中から１名又は数名の委員を選んで審査 

 を担当させることができるものとされており（労委規則第３７条第１項）、当委員会で 

 は、通常１名の公益委員が担当している。 
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  不当労働行為の審査には、使用者委員及び労働者委員が参与することができるとされ 

 （労組法第２４条第１項ただし書）、審問に参与する委員は、あらかじめ会長（審査委 

 員）に申し出るものとされている（労委規則第４１条の６第４項）。当委員会では、通 

 常、労働者、使用者の各側の委員各１名が参与している。 

 

５ 地公労法第５条第２項の認定・告示 

    地公労法第５条第２項の認定・告示は、会長が公益委員の中から１名若しくは数名の 

 委員を選び調査を担当させることができる（労委規則第２８条の２第２項）。当委員会 

 では、通常１名の公益委員が担当している。 

 

６ 労働争議の調整（あっせん、調停、仲裁） 

    労働争議のあっせんは、あっせん員候補者の中から会長があっせん員を指名して行う。

 （労調法第１２条）。 

  当委員会では、あっせん員には、通常、公益、労働者、使用者の労働委員会委員各１ 

 名計３名が指名される。 

  労働争議の調停は、会長が指名する公益、労働者、使用者の各側の労働委員会委員(労・ 

 使委員は同数)で構成される調停委員会によって行われ、当委員会では、公益、労働者、 

 使用者の労働委員会委員各１名で行う（労調法第１９条）。 

  なお、当委員会においては、平成１２年以降、調停委員会は開かれていない。 

  労働争議の仲裁は、会長が指名する３名以上の奇数の公益委員で構成される仲裁委員

 会によって行う（労調法第３１条）。 

なお、当委員会においては、平成２年以降、仲裁委員会は開かれていない。 

 

７ 事件担当職員の指名等 

    労働組合の資格審査及び不当労働行為の審査並びに労働争議の調整等において、会長 

 は、それぞれ事件ごとに事務局職員の中から担当職員を指名する。担当職員は、担当事

 件の事務処理、実情調査、審問の要領を記録した調書の作成等の職務を遂行する（労委

 規則第２３条、第３５条、第４１条の２、第４１条の７、第５８条、第６２条の２）。 
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第３節 会  議 

 

１ 埼玉県労働委員会の会議   

   令和２年の開催状況は、次のとおりである。 

 

（１）総 会 

     総会は、労働委員会の活動を総合的に把握し、適切な運営を期すため、委員の全員によ

  り開かれる会議であり、原則として毎月２回、日を定めて会長が招集している。 

      なお、令和２年は、新型コロナウイルス感染症対策のための緊急事態措置や職員の感染 

  等により第1718回～第1721回、第1728回、第1729回、第1735回を書面開催で実施した。 
       

 開催回数     備      考 

  24回 第 1712回 ～ 第 1735 回  

 

（２）公益委員会議 

   公益委員会議は、労働組合の資格の決定、不当労働行為事件の命令の内容、公益事業の

  争議行為予告通知義務違反の処罰請求、地方公営企業等における使用者の利益代表者の範

  囲の認定などを審議するために、公益委員のみで行う会議であり、会長が必要に応じて招

  集する。 
       

 開催回数     備      考 

３回 第 929回 ～ 第 931回 

               

（３）公益委員情報交換会 

   公益委員情報交換会は、不当労働行為救済申立事件の円滑な審査及び命令の迅速な発出

  のため、第８８４回公益委員会議（平成２６年６月１１日）において、必要に応じて行う

  こととした（令和２年は開催なし）。 

 

（４）小委員会 

 小委員会は、総会で必要と認めた事項について検討するため、公労使各側同数の委員で

 行う会議であるが、平成１４年以降、小委員会は開催されていない。 

 

２  各種連絡会議 

    各種連絡会議は、労働委員会が相互の連絡を緊密にし、法の解釈、運用、事務処理の

 統一と調整を図るため、全国又は各地域別に開催されるものである。使用者委員、労働

 者委員及び公益委員の三者構成による連絡協議会並びに会長及び事務局長の各連絡会議

 が設けられている（労委規則第８６条）。 
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  令和２年のこれらの会議の開催状況等は、次のとおりである。 

 

（１）全国労働委員会連絡協議会総会 

回 開催期日 場  所 

７５ 令和２年１１月１９～２０日 新型コロナウイルス対策のためＷＥＢ開催 

  

（２）全国労働委員会連絡協議会公益委員連絡会議 

開催期日 場  所 

令和２年１１月１９日 新型コロナウイルス対策のためＷＥＢ開催 

 

（３）全国労働委員会会長連絡会議 

開催期日 場  所 

新型コロナウイルスの影響により中止 （愛媛県） 

 

（４）関東ブロック労働委員会三者連絡協議会 

回 開催期日 場  所 

１４４ 新型コロナウイルス対策のため書面開催 （新潟県） 

１４５ 令和２年１０月１９日（ＷＥＢ） 
新型コロナウイルス対策のため書面及び

ＷＥＢ開催（神奈川県） 

 

（５）関東ブロック労働委員会会長連絡会議 

開催期日 場  所 

議題の提出がなかったため中止 （神奈川県） 

 

（６）関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議 

回 開催期日 場  所 

８３ 新型コロナウイルス対策のため書面開催 （新潟県） 

８４ 議題の提出がなかったため中止 （神奈川県） 
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（７）全国労働委員会事務局長連絡会議 

開催期日 場  所 

新型コロナウイルスの影響により中止 （愛媛県） 

 

（８）１４都道府県公益委員会議 

開催期日 場   所 

新型コロナウイルス対策のため書面開催 （千葉県） 

 

（９）１４都道府県使用者委員会議 

回 開催期日 場  所 

３４ 新型コロナウイルス対策のため書面開催 （宮城県） 

 

 


